
建設系産業廃棄物の最終処分手続きの変更について
産業廃棄物の処分に係る事前申請と契約締結の方法を変更いたします

（１）必要書類の提出
①埋立処分依頼書 ②工事契約書又は注文書の写し

④廃棄物の写真

～受付方法～
●電子申請：Ｅメール spotkeiyaku＠hibikidev.co.jp
〇響灘事業所へ直接持参〔住所：北九州市若松区響町三丁目29番〕

※その他の追加資料のご提出をお願いする場合があります。

⑥石綿含有の有無を
証する書類

③廃棄物のデータシート

⑤会社の概要
（発注者の情報）

※石綿含有産業廃棄物の場合



（２）処分までのながれ

■排出事業者から埋立処分依頼書一式（前ページ（１）①～⑤、石綿
含有産業廃棄物は①～⑥）の必要書類を当社へ提出して頂きます。

■当社が書類を確認し、不備が無い場合は書類を受付します。

■受付後、書類審査を行います。（最短で3営業日程度）

■書類審査をクリア後、当社で契約締結の事務決裁を行います。

■当社から排出事業者へ契約締結の準備完了の連絡が入ります。

■排出事業者側で、書面契約又は電子契約を締結します。

■契約締結後、排出事業者は産業廃棄物の搬入が可能と
なります。

※搬入初日は計量前に事務所に寄っていただき契約者カードの交付を受けます。



工事契約書・注文（請）書の写しについて

記載が必要な情報（当社が書類確認する内容）

（１）発注者の情報

①所在地、②会社名、③代表者（又は個人） ④連絡先（電話番号）

（２）受注者（元請け）の情報

①所在地、②会社名、③代表者 ④連絡先（電話番号）

（３）工事名称（マニフェストと同じ）

（４）工事場所（正確な発生場所）

（５）工事期間 ※記載の工事期間内でしか処分契約を締結できません

※ 工事金額は黒塗りで構いません（開示の必要無し）

下線部の連絡先は工事契約書等に記載されていない場合、埋立処分依頼書への入力でＯＫ

産業廃棄物処分は工事現場毎に工事契約書又は注文書の写しが必要となります！



石綿含有の有無を証する書類の例

Ａ：建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に定める届出書の写し

Ｂ：大気汚染防止法に基づく工事前の事前調査結果報告書の写し

Ｃ：労働安全衛生法及び石綿障害予防規則に基づく事前調査結果等の報告書の写し

※A・B・C：建築物等を解体、改造又は補修する作業を伴う建設工事（以下「解体等工事」と

いう。）を行う際に、工事業者（排出事業者）が実施する事前調査の結果報告書

Ｄ：アスベスト含有試験分析（第三者機関で実施した石綿有無分析の結果報告書）

※第三者機関が分らない場合、響灘事業所（093-771-3991）までお問合せ下さい。

Ｅ：平成18年9月以降に設置された建築物であることを証する書類

Ｆ：その他・・・建材メーカーの石綿含有に関する情報書類等

上記Ａ～Ｆのうち、いずれか１つを提出してください



（3）搬入の際には…
◎契約者カード

◎マニフェスト ※電子マニフェストも利用可能です

◎処分料金（現金又はＰカード）を

必ず持参ください。



（４）即日処分廃止に関するその他注意事項

①工事発生分倉庫片付け、自社不要物処分など発生場所や

発注者が明確でない産業廃棄物は当社で処分できません。

②事前申請は必要書類一式をメール送付お願いします。

（パソコン環境の無い方は書類持参で受付いたします）

③書類に不備がある場合、事前申請の受付ができません。

（書類が全て揃ってから最短で３営業日程度かかります）

④目視検査・展開検査で異物混入や大きさ違反が判明する

と「ただちに搬入停止」となり当社で処分できません。


